








































はじめに 

 昭和 52 年度から 3か年間に及ぶ調査研究で全国療育相談センター開設以来 52年度に至

る 1095 ケースを①来所当時の相談資料を分析しその傾向をつかみ②その 1095 ケースを母

集団として,質問残記入法による調査用紙を郵送し記入後返送,回収率 58.9%,その結果分

析を行った,③さらに当センター利用者の地区的分布分析を試み,来所児の多い地域を三か

所選定,その地域内の障害児の親,74 ケースにインタビューを行った。④それに加えてその

地域内の専門機関として福祉,教育,医療その他個人に対し郵送による質問紙記入法による

当センター認知度,紹介したケースとの関係及現在のかかわり方などの調査を行った。283

ケ所を対象として,回収率は 47.9%で福祉関係の回収率が最も高く 54%であった。 

 今回の報告は,これらの前回までの調査分析と関連させ,またその結果をふまえながら総

合的にコメントを加えつつまとめとしたい。この諸調査研究の目的は,障害児のある年齢時

における診断判定に基づいて療育指針を得て後の状況把握,経年的な変化にともなって表

面化してくる問題点を,障害児自身による個人要因,障害児をめぐる家族要因,家族をふく

めて地域社会とのかかわり上問題となる社会要因の側面から検討しその実態を把握するこ

とにあった。またその実態把握とあわせて総合的診断機関としての当療育相談センターの

あり方,今後の課題について明らかにすることを目的としている。即ち，コミュニティ・ケ

ァを推進していくための具体的な資料として,福祉,教育,医療の密接な関連性を保持し,ト

ータルな処遇展開の発端を見出したい。 

 尚,52 年度,53 年度に報告した内容を省き障害児の親に対する調査結果を次のクロスの

柱立てによって分析した要約と専門機関を対象にした調査結果分析を加えて紙数の許され

る範囲で述べることとする。 


